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① ②協議会構成員 ③同意 ④協議 ⑤同意















国立公園許可届出 環境大臣 環境大臣 環境大臣 環境大臣


















































38）農地法上、農林水産大臣の許可が必要なのは₄ ha 超の場合であるが、₂ ha 超～
₄ ha 以下の場合も知事は許可をするにあたり農林水産大臣と協議しなければな

























































































































































































想定 法定手続済等 工事着手 造成工事完了
防災集団移転促進事業 　₃₃₅地区（＊₁） 　₃₃₅地区（＊₂） ₂₁₅地区 ₁₈地区
土地区画整理事業 　₅₁地区（＊₃） 　₄₈地区（＊₄）  ₃₃地区 ₀地区
漁業集落防災強化 　₃₃地区（＊₅）  ₁₇地区 ₆地区





岩手 宮城 福島 合計
対象市町村 ₁₀市町村 ₁₃市町村 ₅市町村 ₂₈市町村


















市街地開発事業（＊₁）  ₂₀地区  ₂₆地区  ₇地区  ₅₃地区
集団移転促進事業  ₃₇地区 ₁₈₇地区  ₅₄地区 ₂₇₈地区
都市施設整備事業  ₄₃地区  ₃₁地区  ₅₈地区 ₁₃₂地区
土地改良事業  ₁ 地区  ₆地区  ₇地区
その他施設整備事業（＊₂）  ₄₅地区  ₅₉地区  ₂₉地区 ₁₃₃地区
主な許認可
特例（＊₃）
農地法・農地転用許可みなし  ₄₁地区 ₁₆₉地区  ₆₈地区 ₂₇₈地区
都市計画法・開発許可みなし  ₆₂地区  ₁₄地区  ₇₆地区

































































































































66）「様式第 ₉」とは、「法第₄₉第 ₁項（農林水産省令第 ₇条第 ₂項及び内閣府・農
林水産省令第 ₁条第 ₂項）及び第₅₀条第 ₁項関係（農地転用の許可）」と題する




































































なっている。第 ₃回復興整備協議会特別会議（₂₀₁₂. ₄ .₁₉）で、同事業を内容の
₁つとする石巻市復興整備計画第 ₁回変更決定が、国交大臣の同意を得て決定
（₂₀₁₂. ₄ .₂₇公表）。第 ₄回会議（₂₀₁₂. ₇ . ₂ ）で、農水大臣の同意（みなし許可）































































































































































































































































































































（₂₀₁₂. ₈ . ₇ *）、宮城県（₂₀₁₃.₁₂.₁₀）、福島県（₂₀₁₂. ₈ . ₈ *）、宮城復興局（₂₀₁₂. ₈ . ₇ *、
₂₀₁₃.₁₂.₁₁）、福島復興局（₂₀₁₂. ₈ . ₈ *）、高槻市（大阪府）（₂₀₁₁.₁₀.₂₄*）、柳井市（山
口県）（₂₀₁₂. ₈ . ₁）、農林水産省東北農政局 **、国土交通省都市局 **（＊印は阪神淡路
まちづくり支援機構付属研究会の一員として訪問したものであり、＊＊印は電話でご
教示を頂いた）。あつくお礼申し上げたい。
　なお、長年行政法研究をともにしてきた本学法学部岡田春夫教授はこの₃月に定年
退職を迎えられ、そしてまた立命館大学政策科学部見上崇洋教授、桃山学院大学法学
部寺田友子教授も同様に定年退職を迎えられます。これまで研究上あるいはその他の
面で様々なお教えを頂く等お世話になりましたことに深く感謝をし、この場をかりてお
礼申し上げます。
